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新会社（孫会社）の設立及び和食事業譲受に関するお知らせ 

 

記 

 

当社は、当社の連結子会社である Oisix Inc.が 100%出資子会社（当社の孫会社）を設立す

ること、及び当該新設会社が米国ニューヨークを拠点に BENTO（弁当）事業を展開する FUN 

BENTO INC.（以下、「BentOn」といいます。）より、和食事業（機内食製造受託事業含む）を譲

り受けることを本日決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１. 新会社設立及び事業譲受の理由 

当社グループは、2024 年のシダックスグループ子会社化以降、BtoC サブスク事業（食品宅配事

業）に加え、BtoB サブスク事業（給食事業）へと事業領域を拡大してまいりました。このたび、和

食事業の譲り受けによって、米国 BtoB 和食市場における事業基盤を構築いたします。 

BentOn は、和食需要が高いニューヨークにおいて、健康的で栄養バランスに優れた和食の弁当・

惣菜を提供するデリ専門店として確固たる地位を築いています。日米のスポーツチームや大手米国

企業の社員食堂等へのケータリング実績も豊富で、当社とも、「Oisix×BentOn」のコラボミールキッ

トの日米同時販売等を通じて強固な協力関係を構築してきました。今回の事業譲受の主な目的

は以下の通りです。 

 

⚫ 米国 BtoB 市場の事業基盤の構築： 

現地で実績を有する BentOn との連携を強化し、製造から供給までを一貫して担う「和食提

供プラットフォーム」を構築します。これにより、米国の BtoB 和食市場への参入を推進します。 

  



⚫ グループシナジーの最大化： 

BentOn が持つ和食の製造ノウハウと、当社が培ってきた付加価値の高い商品開発力を融

合させ、ニーズに即した質の高い食事サービスを提供します。また、自社拠点を活用した機動

的な供給体制を構築することで、米国における安定収益基盤の強化を推進してまいります。 

 

２.新たに設立予定の孫会社の概要 

(1) 商 号 未定 

(2) 設 立 年 月 日 2026 年 5 月（予定） 

(3) 本 店 所 在 地 米国 

(4) 代表者の役職・氏名 CEO 古川 徹 

(5) 事 業 内 容 和食事業（機内食製造受託事業含む） 

(6) 資 本 金 USD 10,000（予定） 

(7) 決 算 期 12 月（予定） 

(8) 大株主及び持株比率 Oisix Inc. 100% 

(9) 上場会社と当該会社

の 間 の 関 係 

資本関係 当社子会社の 100%出資子会社として設立

予定です。 

人的関係 当社役職員が取締役に就任予定です。 

取引関係 設立前のため、該当事項はありません。 

 

３.事業譲受の概要 

(1) 事業譲受の内容 

事 業 内 容 和食事業（機内食製造受託事業含む） 

※譲受対象事業の直近年度における売上高、経常利益、資産、負債、及び譲受価額は、相

手先との守秘義務により開示を控えております。なお譲受価額については、対象会社の財務状況

および将来の収益予測を多面的に分析・検討し、その合理的根拠に基づき協議の上、決定して

おります。 

  



(2) 相手先の概要 

(1) 商 号 FUN BENTO INC. 

(2) 設 立 年 月 日 2018 年 2 月 22 日 

(3) 本 店 所 在 地 
851 Loveland Madeira Rd, Loveland OH 45140, 

USA 

(4) 代表者の役職・氏名 CEO 古川 徹 

(5) 事 業 内 容 食品の製造・販売 

(6) 資 本 金 USD 20,000 

(7) 決 算 期 12 月 

(8) 大株主及び持株比率 古川 徹 100% 

(9) 上場会社と当該会社

の 間 の 関 係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社との間に製造委託等の取引があります。 

※純資産及び総資産につきましては、相手先との守秘義務により開示を差し控えております。 

 

４. 日程 

取締役会決議日（Oisix Inc.）      2026 年 4 月 14 日 

事業譲渡契約締結日                2026 年 5 月（予定） 

事業譲渡日                        2026 年 6 月（予定） 

 

５. 今後の見通し 

本事業譲受による当社の連結業績に与える影響は軽微であると考えておりますが、今後適時開示

が必要と判断した場合には、速やかに開示いたします。 

 

以上 


